
参考資料１

一般会計予算 （単位：千円）

法人全体収入内訳

法人全体・拠点区分・サービス区分支出内訳（予備費及び拠点区分・サービス区分間の資金移動を除いた経費を記載）

生活福祉資金貸付､あんしんセンター運営

善意銀行､社会福祉基金

小地域活動推進､年末たすけあい援護等

介護保険訪問介護

障がい者訪問介護､同行援護及び移動支援

（単位：千円）

介護報酬等
事業

訪問介護事業 24,317 22,513

障害者総合支援事業 25,080 21,342

7,038

神奈川県社協受託事業 6,210 6,241

寄付金受配事業 2,015 6,571

共同募金
配分事業

赤い羽根募金配分事業 4,439 5,534

会計名 拠点区分 サービス区分 平成30年度予算 平成29年度予算

法人運営､事務所維持管理､役職員給与等

地域福祉推進事業 16,298 21,645

法人全体

一般事業

法人管理事業 70,267 65,225

団体助成､遊具等修繕､ボランティア講座､ボランティア
センター運営､交通遺児激励､ひとり親家庭援護､罹災者
世帯援護､紙おむつ支給､桜まつり開催､法人後見、成年
後見利用支援､やすらぎサービス､緊急援護資金、福祉人
材育成

伊勢原市受託事業 75,467 75,683

やまどり号運行､ふれあいミニデイ､成年後見・権利擁護
推進センター､地域包括支援センター､老人福祉センター
管理･運営､趣味の教室､生活支援ヘルパー派遣､養育支援
家事援助ヘルパー派遣､ひとり親家庭ヘルパー派遣

認知症サポートヘルパー､障がい児･者ふれあい交流､広
報等発行､地域福祉活動計画策定･推進

年末たすけあい配分事業 7,520

10,000 10,000

　寄付金収入 1,325 1,325

事業の概要

平成30年度 平成29年度
比較増減 前年比

予算額 予算額

264,812 255,432 9,380 3.7%

（単位：千円）

勘定科目（収入） 30年度 29年度

　会費収入

　貸付事業収入 1,355 1,355

　事業収入 6,724 7,305

　経常経費補助金収入
71,229 70,227

　(市補助金､共同募金配分金等)

　受託金収入 73,993 74,900

　受取利息配当金収入 45 70

　その他の収入 1,112 1,116

　介護保険事業収入 30,207 29,813

　障害福祉サービス等事業収入 23,418 21,702

　前期末支払資金残高 40,143 28,031

　　合　計　 264,812 255,432

　固定資産売却収入 0 1,000

　積立預金取崩収入 5,261 8,588

伊勢原市社会福祉協議会 平成３０年度予算の概要

共に支え合い、一人ひとりを大切にするまちづくり

近年、家族の機能低下や地域社会のつながりの希薄化が進み、従来の社会福祉制度・サービスでは対応しきれない、生活困窮、虐待、

ひきこもり、孤独死や自殺、消費者被害など、地域からの孤立を起因とする様々な生活課題が深刻化しています。

それらの生活課題の解決に当たっては、既存の公的な福祉サービスだけでは困難であることから、身近な地域住民による支え合いと公

的支援が連携し、総合的に支える体制を地域に構築していくことが求められています。「受け手側」と「支え手側」とに分かれるのでは

なく、あらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成していく必要があります。

本会では、これまでも地域福祉を推進する中核的な組織として、地域の様々な団体や地域住民との連携や協働を図りながら、地域の生

活課題の解決に向けて事業に取り組んでまいりました。

平成３０年度は、第４次伊勢原市地域福祉活動計画の初年度であり、これまで以上に地域住民や関係団体との連携、協働を促進しなが

ら、同計画の基本理念である「共に支え合い、一人ひとりを大切にするまちづくり」の推進に努めてまいります。

① 第４次伊勢原市地域福祉活動計画の推進
平成３０年度は計画期間の初年度となります。計画の周知に努めると

ともに、計画に基づく事業の着実な遂行と進行管理、基本理念である

「共に支え合い、一人ひとりを大切にするまちづくり」の実現に向け、

これまで以上に関係機関、地域住民との横のつながりを強化していきま

す。

② 伊勢原市成年後見・権利擁護推進センターの運営
認知症高齢者や知的・精神障がい者などの権利擁護を推進するため、ワン

ストップセンターとして設置した伊勢原市成年後見・権利擁護推進センターの

機能の充実を図り、利用の促進に努めます。

③ 小地域活動の推進
地域で実施されているミニサロン活動を始め、住民同士の顔の見える

関係づくりを推進するとともに、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯

の増加等に伴う様々な地域課題の解決に向けて、地域内での交流、見守

りや支え合い活動等の推進と人材育成に努めていきます。

④ 組織の基盤強化及び自主財源の確保
関係機関、関係団体、地域住民との連携強化に努めるとともに、地域

福祉の普及・啓発及び本会会員の増強並びに会費等の自主財源の確保に

向けて、引き続き役職員一丸となって取り組みます。

また、組織体制の強化及び事業運営の透明性の確保に努めます。


